
 

 

令和７年度上半期 松山市公営企業の業務状況の公表 
 

● 水 道 事 業 会 計  

宿泊施設等の使用水量が微増し、水道料金収入は前年度と比べ微増 

① 水 道 料 金 収 入    ４６億６，０４３万円  （対 前年度 ＋１，１６７万円  ＋0.3％） 

② 有 収 水 量     ２，３００万６千ｍ３  （対 前年度 +７千ｍ３  +0.03％） 

③ 企 業 債 残 高   １５３億９，４４３万円  （対 前年度 ＋5億７３７万円  ＋3.4％） 

地震で被災すると影響が大きい水道管の耐震化や、医療・救護活動のための重要施設への給水 

ルート確保など、「災害に強い施設の構築」を最優先に、企業債を活用して取り組んでいます。 

ガイドラインに基づき負担が大きくならないよう適切に管理しています。 

 

 

● 簡易水道事業会計 

① 簡易水道料金収入      ３，４４０万円  （対 前年度 ▲３８万円  ▲1.1％） 

② 有 収 水 量        ９万６５６ｍ３  （対 前年度 ▲１，８０３ｍ３ ▲2.0％） 

③ 企 業 債 残 高     ３億８，５１７万円  （対 前年度 ▲２，１８３万円  ▲5.4％） 

 

 

● 工業用水道事業会計 

① 工業用水道料金収入      ３億４３７万円  （対 前年度 ▲３５万円  ▲0.1％） 

② 企 業 債 残 高   １２億９，７８２万円  （対 前年度 ＋１億４，９１６万円  ＋13.0％） 

 

 

● 下水道事業会計 

下水道の普及拡大で使用水量が微増し、下水道使用料収入は前年度と比べ微増 

① 下水道使用料収入   ３３億３，６４５万円  （対 前年度 ＋３，４３１万円  ＋1.0％） 

② 有 収 水 量    １，６８９万２千ｍ３  （対 前年度 ＋１１万ｍ３ ＋0.7％） 

③ 企 業 債 残 高  ９８４億６，０２９万円  （対 前年度 ▲３４億８，２８９万円 ▲3.4％） 

 

国の方針で平成初期の１０年間で、約２千億円を集中的に設備投資しました。 

普及率が飛躍的に上がった一方、その財源で企業債を活用したため企業債残高も増加していたものの、 

経営健全化の一つで借入を抑制し、１８年連続で減少しています。 


